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平成１６年 ３月期  決算短信（連結）            平成１６年 ５月１８日 
上 場 会 社 名         黒崎播磨株式会社                 上場取引所    東１ 福 
コ ー ド 番 号                 ５３５２                           本社所在都道府県 福岡県        
（ＵＲＬ  http://www.krosaki.co.jp/ ）                              
代  表  者 役職名 取締役社長    氏名 平岡 照祥                
問合せ先責任者  役職名 取締役副社長   氏名 木原 誠一郎  ＴＥＬ (０９３)６２２－７２２４ 
決算取締役会開催日 平成１６年 ５月１８日 
親会社名        （コード番号：    ）  親会社における当社の株式保有比率  ％ 
米国会計基準採用の有無  無 
 
１． １６年３月期の連結業績(平成１５年 ４月 １日～平成１６年 ３月３１日) 
(1) 連結経営成績 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

１６年３月期 
１５年３月期 

７５，６５７   5.2 
７１，９３５  12.9 

３，００１   56.0 
１，９２４  218.0 

２，７９６   56.8 
１，７８５  415.7 

 
 

当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
１６年３月期 
１５年３月期 

百万円    ％ 

 ９０４ 170.3 
３３４   － 

円   銭 

１０．２９ 
  ３．７４ 

円   銭 

１０．２９ 
  ３．７４ 

％ 

４．５ 
１．８ 

％ 

３．９ 
２．３ 

％ 

３．７ 
２．５ 

 (注) ①持分法投資損益     16 年３月期    41 百万円   15年３月期     42 百万円 
②期中平均株式数（連結） 16 年３月期  87,729,699 株   15年３月期  87,826,792 株 

     ③会計処理の方法の変更   無 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(２)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

１６年３月期 
１５年３月期 

７１，７７９ 
７６，４４１ 

２０，１９３ 
１８，２８８ 

２８．１ 
２３．９ 

２３０．２４ 
２０８．３９ 

 (注) 期末発行済株式数（連結） 16年３月期  87,704,870 株   15 年３月期  87,761,063株 
 
(３)連結キャッシュ・フローの状況 
 営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

１６年３月期 
１５年３月期 

１０，１４３ 
  ７，１３６ 

△３，０９１ 
△３，００７ 

△７，９９０ 
△２，６０５ 

３，１４１ 
４，０９９ 

 
(４)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
  連結会社数  ９社、 持分法適用非連結子会社数 １社、 持分法適用関連会社数 １社 
(５)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
  連結（新規） ０社、 （除外） １社、 持分法（新規） ０社、 （除外） １社 
 
２．１７年３月期の連結業績予想(平成１６年 ４月 １日～平成１７年 ３月３１日) 

 
売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

中 間 期 
通   期 

３８，０００ 
７６，７００ 

１，２００ 
２，６００ 

５００ 
１，１００ 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) １２円 ５４銭 

 
 
※ 上記の予想につきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生す

る状況の変化によっては、異なる業績結果となることも予想されますのでご了解下さい。なお、上記業

績予想に関する事項は、決算短信（連結）の添付資料７ページをご参照下さい。 
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１．企業集団の状況 

 
  当グループ（当社、子会社２５社、関連会社１１社）が営んでいる主な事業内容と、各関係会社等の当該事業 
に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 
  なお、当期において、黒崎耐火原料(株)（連結子会社）および(株)クロサキビジネスサービス（持分法適用会社） 
は、黒崎産業(株)（連結子会社）に吸収合併されました。 

 
 〔耐火物事業〕 
      当社は耐火物の製造販売、各種窯炉の設計施工及び築造修理を行っております。また、九州耐火煉瓦(株) 
および黒崎炉材(株)（いずれも連結子会社）は耐火物の製造を行い、当社がこれを買い上げ販売しております。 
   AMR REFRACTARIOS,S.A.（連結子会社）はスペインで耐火物を製造し、欧州市場で主に販売しておりま 
すが、一部は当社を通じ日本市場で販売しております。さらに、無錫黒崎蘇嘉耐火材料有限公司（連結子会社） 
は中国で耐火物を製造し、大半は日本市場へ当社を通して販売しております。 
   黒崎産業(株)（連結子会社）は、耐火物製造に係る諸資材、原料を当社へ販売し、黒崎機工(株)（連結子会社） 
は耐火物製造設備等の製作及びメンテナンスに携わっております。また、Krosaki USA Inc. は、米国における 
耐火物等の販売を行っております。さらに菊竹産業(株)（持分法適用関連会社）および黒崎耐火工業(株)（持分法 
適用会社）は、耐火物製造に係る外注作業に携わっております。 

 
 〔築炉事業〕 
      当社のファーネス事業部および九州耐火煉瓦(株)は、各種窯炉の設計施工及び築造修理を行っており、また 
当社のエンジニアリング部門及び黒崎機工(株)（連結子会社）は、炉に関する施工機器の製作販売業を行って 
おります。 

 
 〔不動産事業〕 
      当社は不動産事業として社有地に店舗、倉庫等を建設し賃貸を行っております。 
 
  〔ファインセラミックス事業〕 
      当社及び(株)マイクロン、HARIMIC(MALAYSIA)SDN.BHD.（いずれも連結子会社）は、各種産業用ファ 
インセラミックスの製造販売を行っております。なお、HARIMIC(MALAYSIA)SDN.BHD.はマレーシアに製 
造販売拠点を置いております。 

 
 〔その他の事業〕 
   当社は景観材の輸入販売及び製鉄所向け石灰の製造販売を行っております。 
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  以上の事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

当　社
新　日　本　製　鐵　(株)

得
耐火物製品の供給

耐火物製品以外の販売

九  州  耐  火  煉  瓦  (株) 耐火物

黒　　崎　　炉　　材　　(株)

耐火物製品の供給・販売 事   業

AMR REFRACTARIOS,S.A.

無錫黒崎蘇嘉耐火材料有限公司

耐火物製品の販売

Krosaki USA Inc.

意

原料・諸資材の供給 築　　炉
事　　業

黒　　崎　　産　　業　　(株)

外注作業・外注工事 不動産
事   業

黒  崎  耐  火  工  業  (株)

菊　　竹　　産　　業　　(株)
ﾌｧｲﾝｾﾗ

先 黒　　崎　　機　　工　　(株) ﾐｯｸｽ
事   業

ﾌｧｲﾝｾﾗﾐｯｸｽ製品販売

(株)　マ　 イ 　ク 　ロ 　ン その他の
事　 業

HARIMIC(MALAYSIA)SDN.BHD.

製品の流れ（販売） 非連結子会社（持分法適用会社）

その他 関連会社（持分法適用会社）

連結子会社 その他の関連当事者
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２．経営方針 

 
  （１）経営の基本方針 
    当社は「世界一の顧客価値の実現」を事業目標に掲げ、お客様に最高の品質と安心をお届けし、信頼され 
る企業集団を目指しています。 

    また、あらゆる活動を通じ事業価値向上につとめ、株主の利益に貢献したいと考えています。 
 
  （２）利益分配に関する基本方針 
        当社は、長期的視野に立ち配当を行うべく努力しておりますが、業績を主体に経営環境等を総合的に勘案 
して決定することとしています。 

    内部留保金につきましては、今後の事業展開、販売体制の整備・強化、新技術・新商品開発、合理化・原 
価低減など長期安定的な経営基盤の確立のために活用したいと考えています。 

 
（３）目標とする経営指標 
    当社は、平成１５年度を初年度とする３カ年間の中期経営計画を策定しており、目標とする経営指標を 
   以下のとおりとしています。 
     ①連 結 売 上 高：７００億円以上の継続 
      ②連 結 Ｒ Ｏ Ｓ：３％以上の達成 
      ③有利子負債 （単体）：２５％削減（平成１７年度末まで） 
      ④総 資 産 （単体）：１０％削減（   〃    ） 
 
  （４）中長期的な会社の経営戦略 
当社は新たなミッションステートメントの制定を踏まえ、平成１５年度を初年度とする３カ年間の「中期 
経営計画」を策定しました。 

今回の「中期経営計画」では、当社の＜事業目標＞であります「世界一の顧客価値の実現」を達成するため 
以下の３点を重点テーマとして掲げました。 

１．顧客価値の徹底追求～信頼される技術の提供、営業の実践～ 
２．最強の生産・供給体制確立（耐火物事業部門） 
３．健全な事業体質の構築 

 
これらのテーマに則り、主力であります耐火物事業では、国内市場での事業基盤を磐石なものとすると同時 

に、海外市場での拡販に注力します。 
具体的には、国内工場は戦略品種への重点的な設備投資により品質の安定化・生産性の向上に努めます。また、 
中国の生産子会社では、既に投資を決定した新工場を早期に立ち上げ、昨年設立した海外販売子会社を活用し、 

北米市場や中国市場を重点的に開拓します。  また、非耐火物事業も各事業分野ごとに更に選択と集中を図り、 
新商品の開発・新市場の開拓を行うことによって、全社収益への貢献を計画しています。 

 
 （５）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
    当社は、当社および当社グループ全般の重要事項について、原則月１回開催する取締役会、常務以上の取 
締役および関係部門長が出席し随時開催している経営会議で迅速かつ的確な意思決定を行える経営体制を 
とっています。 

    監査役につきましては、取締役会や経営会議など重要な会議に出席するほか、業務執行状況や財産状況お 
よび経営状況の監査を行っております。また、必要に応じて適宜、子会社の監査役、公認会計士と連携をと 
り、コーポレートガバナンスの徹底に努めています。 

    なお、当社は平成１２年４月にハリマセラミック(株)と合併し、平成１４年５月に九州耐火煉瓦(株)とアラ 
イアンスを行ったことにより、あらためて平成１５年４月に黒崎播磨グループのミッション・ステートメン 
トを制定し、法令の遵守はもとより、当社グループのステークホルダーすべてに信頼される企業集団を目指 
すべく啓蒙活動を展開しています。 
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３．経営成績および財政状況 

 
（１） 経営成績 
    当期のわが国経済は、好調なアジア向け輸出に牽引され、民間設備投資が持ち直し、企業収益の改善傾向 
が見られるなど、景気回復に向けての明るい兆しが見られるようになりました。 
 当グループの主要得意先であります鉄鋼業界におきましても、中国をはじめとするアジア向け輸出や自動 
車・造船向けなどの国内需要が堅調に推移したため、平成１５年度の粗鋼生産量は １億１，０９８万トン 

   と前年度の粗鋼生産量 １億９８０万トンに引き続き高水準となりました。 
 
    このような経済情勢化、当社は平成１５年度を初年度とする３カ年の中期経営計画を策定し、３つの重点 
テーマ達成に向け全社一丸となり努力してまいりました。 
 その内容と取り組み状況は、以下のとおりです。 
 
 ⅰ）顧客価値の徹底追求 ～信頼される技術の提供、営業の実践～ 
    当社の主たる事業である耐火物事業において、お客様に対しソリューション提供型の営業を推進す 
べく、鉄鋼製造プロセスに合わせ、６つの耐火物技術センターを設置いたしました。また、顧客ニー 
ズに対応し、製造・販売・研究開発部門が一体となり拡販努力を行いました。 

     ⅱ）最強の生産・供給体制確立（耐火物事業部門） 
        国内においては、平成１４年５月に九州耐火煉瓦(株)を子会社化、加えて平成１５年１２月に東芝 

セラミックス(株)と鉄鋼向け連続鋳造用耐火物の分野でのアライアンスについて合意しました。 
 海外においては、平成１５年３月から８月にかけて、中国にある耐火物製造子会社（無錫黒崎蘇嘉 
耐火材料有限公司）の生産品種拡充を行い、最強の生産・供給体制が確立しつつあります。 
 主に鉄鋼向けのマグネシアカーボン煉瓦を製造する九州耐火煉瓦(株)については、平成１４年１０ 
月よりその販売権を当社が取得し、平成１５年度には当社の売上高および利益に大きく貢献いたしま 
した。 
 東芝セラミックス(株)とは、平成１６年３月に鉄鋼向け連続鋳造用耐火物の販売権を取得するとと 
もに、スライディングノズルを製造する合弁会社（(株)ＳＮリフラテクチュア東海）を設立しており、 
平成１６年度の当社売上高および利益に貢献する見込みです。 

     ⅲ）健全な事業体質の構築 
        原料や製品在庫等の棚卸資産の圧縮に努め、売掛債権の流動化を推進し、総資産の圧縮に努めます。 
        平成１５年度には、以下のとおり総資産を圧縮いたしました。 
                   H15.3.31現在    H16.3.31現在 
        ○棚卸資産（連結）   １１１億円  →   ８８億円 （20.7％削減） 

〃 （単体）    ６６億円  →   ５１億円 （22.3％削減） 
        ○借 入 金（連結）   ２３０億円  →  １５３億円 （33.3％削減） 

〃 （単体）   １５９億円  →  １００億円 （36.9％削減） 
        ○総 資 産（連結）   ７６４億円  →  ７１７億円 （ 6.1％圧縮） 

〃 （単体）   ５６６億円  →  ５３５億円 （ 5.4％圧縮） 
        これにより、株主資本比率（連結）も 23.9％から28.1％（単体では30.4％から 34.5％）に向上 

いたしました。 
        また、当グループの売上高、利益に関する目標値についても以下のとおりとなりました。 
                目標値（平成17年度まで）  平成15年度実績 
        ○連結売上高  ７００億円以上の継続  →   ７５６億円 
        ○連結ＲＯＳ  ３％以上の達成     →   ３．７％ （平成14年度実績 ２．５％） 
 
        さらには、グループ収益最大化の観点から、個別事業の将来性・採算性を厳しく見極めると同時に、 

事業の選択と集中を図って国内関係会社の統合・再編を推進しております。平成１５年度につきまし 
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ては、国内関係会社を３３社から２７社に統合・再編いたしました。 
 
     以上により、当グループの当期売上高につきましては、前期に比べ 5.2％増収の７５６億５７百万円と 
なりました。 
 また、経常利益につきましては、数年前から引き続いて耐火物製品の価格低下や、特に中国から輸入して

いる原料価格の高騰などがありましたが、生産施設集約による収益率向上、諸資材のコスト削減、九州耐火
煉瓦(株)および非耐火物事業のファインセラミックス事業、建材事業の収益改善などにより、前期に比べ 
56.8％増益の２７億９６百万円となりました。 
連結売上高および連結経常利益につきましては、当グループ過去最高のものになりました。 
 当期純利益につきましては、前期に発生しました投資有価証券評価損（８億２６百万円）の発生はさほど

ありませんでしたが、生産施設集約により不要化した資産の除却損（６億２４百万円）および固定資産臨時
償却費（２億円）を計上いたしましたので、前期に比べ 170.3％増益の９億４百万円となりました。 
 なお、当期末の配当につきましては、１株あたり１円５０銭とさせていただきたいと存じます。 
 
 セグメント別の状況は、以下のとおりです。 
＜耐火物事業＞ 
  耐火物事業につきましては、ここ数年、市場競争激化による価格低下が続いておりますが、九州耐火煉瓦(株) 

や東芝セラミックス(株)とのアライアンス効果、および製造・販売・研究開発部門一体となった販売努力によ 
り、売上高は前期に比べ 4.2％増収の５４２億４８百万円となりました。また、営業利益は前期に比べ 30.6 
％増益の２３億７４百万円となりました。 

   ＜築炉事業＞ 
  築炉事業につきましては、建設用スポット工事案件の受注維持に努めた結果、売上高は前期に比べ 1.4％ 

減収の１１６億８１百万円となりました。また、営業利益は前期に比べ 75.8％増益の７億４９百万円となり 
ました。 
＜不動産事業＞ 

  不動産事業につきましては、資産価値低下による賃貸料の値下げにより、売上高は前期に比べ 10.7％減少 
の１０億２６百万円となりました。また、営業損益につきましては、21.2％減益の４億８０百万円となりま 

した。 
   ＜ファインセラミックス事業＞ 
     ファインセラミックス事業につきましては、主要得意先である半導体関連産業の景気回復により、売上高は 

    前期に比べ 34.9％増収の６０億３８百万円となりました。また、営業利益は前期に比べ 47.1％増益の６億 
    ２５百万円となりました。 

   ＜その他の事業＞ 
     売上高につきましては、前期に比べ 10.4％増収の２６億６２百万円となりました。 
     営業利益につきましては、前期に比べ 475.0％増益の９２百万円となりました。 
 

（２）財政状況 

  ⅰ）当期のキャッシュ・フローの状況 
     当期における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という）は、期末残高３１億４１百万 
円と前期に比べ９億５８百万円減少しました。 

 
 営業活動におけるキャッシュ・フローは、営業活動の結果得られた資金は、当期利益の計上や棚卸資産 

の圧縮、および債権流動化等により１０１億４３百万円のプラスとなりました。 
 
 投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得および子会社の株式取得による増加等により、 

３０億９１百万円のマイナスとなりました。 
 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の圧縮を目的に営業キャッシュ・フローの残高を返済に
まわした結果、前期より７９億９０百万円の支出増となりました。 
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   ⅱ）キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 平成13年３月期 平成14年３月期 平成15年３月期 平成16年３月期 

株主資本比率（％） ２６．２ ２７．９ ２３．９ ２８．１ 

時価ベースの株主資本比率（％） １９．８ １５．０ １１．３ ２５．５ 

債務償還年数（年） ８．４ ４．１ ３．２ １．５ 
インタレスト・ガバレッジ・レシオ（倍） ６．０ １２．５ ２０．６ ４２．１ 

    （注）株主資本比率          ：株主資本／総資産 
       時価ベースの株主資本比率    ：株式時価総額／総資産 

       債務償還年数          ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
       インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額 
 

    ＊各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
    ＊株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

    ＊有利子負債は、利子を支払っている全ての負債（短期借入金、長期借入金）を対象としております。 
    ＊営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを 
     使用しており、利息の支払いについて、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用してお 

     ります。 
 

 （３）次期の見通し 
     今後の国内経済の見通しといたしましては、引き続き回復基調で推移するものと見られますが、中国の旺盛
な需要に端を発する原材料価格の高騰や為替の動きなど不安材料も含んでおります。 

 当社の主要得意先である鉄鋼業界の平成１６年度の粗鋼生産量は、当期と同様に高水準で推移するのではな 
いかと見ております。 

 このような状況下、当社は主力の耐火物事業において、「顧客価値の追求」のため設置した６つの耐火物技 
術センターをより機能的・効果的に運用し、顧客とともに Ｗｉｎ－Ｗｉｎの関係を築いてまいります。 
 また、九州耐火煉瓦(株)に引き続き、東芝セラミックス(株)とのアライアンスにより、「最強の生産・供給 

体制」をより強固なものとしてまいります。 
 さらには、中期経営計画の完遂を目標に、更なる財務体質の強化を図ります。 

 次期の業績の見通しにつきましては、以下のとおりです。 
【連結】               【単独】 
売 上 高  ７６７億円       売 上 高  ６６０億円 

    経常利益   ２６億円       経常利益   １２億円 
    当期純利益   １１億円       当期純利益    ５億円 

  
 なお、来期の配当につきましては、現時点では未定です。 
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４．連結貸借対照表 

（単位：百万円、未満切捨） 
当連結会計年度 
平成16年３月31日現在 

前連結会計年度 
平成15年３月31日現在 

          期  別 
  
科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増 減 
（△は減） 

（資産の部） 
流 動 資 産 
  現 金 及 び 預 金 
  受取手形及び売掛金並びに 
  完 成 工 事 未 収 入 金 
  有 価 証 券 
  棚 卸 資 産 
  繰 延 税 金 資 産 
  そ の 他 
  貸 倒 引 当 金 
 
   流 動 資 産 合 計 

 
 

３，３４２ 
 

１８，６７６ 
３８ 

８，８８３ 
１，０５７ 
１，００６ 
△ ４６５ 

 
３２，５３９ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４５．３ 

 
 
４，２２８ 

 
２０，３１０ 
１８７ 

１１，１９６ 
７４３ 
１，０９７ 
△   １６８ 

 
３７，５９５ 

％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４９.2 

 
 

△   ８８５ 
 

△ １，６３４ 
△   １４８ 
△ ２，３１２ 
３１４ 

△    ９０ 
△   ２９７ 

 
△ ５，０５６ 

 
固 定 資 産 
 有 形 固 定 資 産 
  建 物 及 び 構 築 物 
  機械装置、窯炉及び運搬具 
  工 具 器 具 備 品 
  土 地 
  建 設 仮 勘 定 
   有形固定資産合計 
 
 無 形 固 定 資 産 
  そ の 他 
   無形固定資産合計 
 
 投資その他の資産 
  投 資 有 価 証 券 
  長 期 貸 付 金 
  繰 延 税 金 資 産 
  そ の 他 
  貸 倒 引 当 金 
   投資その他の資産合計 
 
   固 定 資 産 合 計 

 
 
 

１３，５３７ 
１０，４２５ 
５９７ 
７，３９４ 
５８５ 

３２，５３９ 
 
 

８２９ 
８２９ 

 
 

４，６０７ 
８８ 
２９９ 
１，４４２ 
△   ５６７ 
５，８７１ 

 
３９，２４０ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５４．７ 

 
 
 
１４，３３１ 
１０，３６４ 
６５４ 
７，４２１ 
１，５０８ 
３４，２８０ 

 
 

５１９ 
５１９ 

 
 

２，４０８ 
９２ 
７２１ 
１，３６２ 
△   ５３８ 
４，０４６ 

 
３８，８４５ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５０.8 

 
 
 

△   ７９３ 
６１ 

△    ５７ 
△    ２７ 
△   ９２３ 
△ １，７４０ 

 
 

３１０ 
３１０ 

 
 

２，１９９ 
△     ３ 
△   ４２２ 

８０ 
△    ２９ 
１，８２５ 

 
３９５ 

 
 資 産 合 計 

 
７１，７７９ 

 
１００.0 

 
７６，４４１ 

 
１００.0 

 
△４，６６１ 
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（単位：百万円、未満切捨） 
当連結会計年度 
平成16年３月31日現在 

前連結会計年度 
平成15年３月31日現在 

          期  別 
  
科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増 減 
（△は減） 

（負債の部） 
流 動 負 債 
  支払手形及 び買掛金 
  並 び に 工 事 未 払 金 
  短 期 借 入 金 
  一年以内返済予定の長期借入金 
  未 払 費 用 
  未 払 法 人 税 等 
  未 払 事 業 所 税 
  未 払 消 費 税 等 
  引 当 金 
    賞 与 引 当 金 
  設 備 関 係 支 払 手 形 
  そ の 他 
   流 動 負 債 合 計 

 
 
 

１４，８４５ 
１０，０７１ 
１，５１０ 
１，５７８ 
１，１２８ 
１４８ 
２７８ 

 
１，３９６ 
６８ 
９６６ 

３１，９９１ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４４．6 

 
 
 
１２，５１１ 
１５，６６３ 
２，０５１ 
３，８３４ 
５６０ 
１４１ 
２０４ 

 
１，２５５ 
２６９ 
７４３ 

３７，２３６ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４８.7 

 
 
 

２，３３３ 
△ ５，５９２ 
△   ５４０ 
△ ２，２５５ 
５６８ 
６ 
７４ 

 
１４０ 

△   ２００ 
２２３ 

△ ５，２４４ 
 
固 定 負 債 
  長 期 借 入 金 
  繰 延 税 金 負 債 
  引 当 金 
    退職給付引当金 
    役員退職金引当金 
    特別修繕引当金 
    鉱 害 補 償 引 当 金  
  預 り 敷 金 ・ 保 証 金 
  連 結 調 整 勘 定 
  そ の 他 
   固 定 負 債 合 計 

 
 

３，７７９ 
８５６ 

 
２，４３４ 
２７８ 
１０４ 
５３ 

８，０７４ 
１，０５０ 
０ 

１６，６３４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２３．2 

 
 
５，３２３ 
６５５ 

 
１，９４４ 
３２３ 
７５ 
２６ 

８，２８８ 
８５６ 
２０ 

１７，５１４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２２.9 

 
 

△ １，５４３ 
２０１ 

 
４９０ 

△    ４５ 
２９ 
２７ 

△   ２１３ 
１９４ 

△    ２０ 
△   ８８０ 

 
    負 債 合 計 

 
４８，６２５ 

 
６７．８ 

 
５４，７５０ 

 
７１.6 

 
△ ６，１２５ 

 
（少数株主持分） 
  少 数 株 主 持 分 

 
 

２，９５９ 

 
 

４．１ 

 
 
３，４０１ 

 
 
４.5 

 
 

△   ４４１ 
 
（資本の部） 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
その他有価証券評価差額金 
為 替 換 算 調 整 勘 定 
 
自 己 株 式 
    資 本 合 計 

 
 

５，５３７ 
３，５２１ 
１０，１３５ 
１，３０８ 
△   ２８７ 

 
△    ２１ 
２０，１９３ 

 
 

７．７

４．９ 
１４．１ 
１．８ 
△０．４ 

 
△０．０ 
２８．１ 

 
 

５，５３７ 
３，５２１ 
９，３６３ 
１７ 

△  １３８ 
 

△   １３ 
１８，２８８ 

 
 
７.3 
４.6 
１２.2 
０.0 
△ ０.2 

 
△ ０.0 
２３.9 

 
 
－ 
－ 
７７１ 
１，２９０ 
△   １４８ 

 
△     ８ 
１，９０５ 

 負債、少数株主持分及び資本合計 ７１，７７９ １００.0 ７６，４４１ １００.0 △４，６６１ 
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５．連結損益計算書 

   （単位：百万円、未満切捨） 
当連結会計年度 
自 平成15年４月 １日 
至 平成16年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月 １日 
至 平成15年３月31日 

           期  別 
 
 
 科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 

 
増  減 
（△は減） 

 
営

業
損
益

の
部 

売  上  高 
売 上 原 価 
  売上総利益 
 
販売費及び一般管理費 
 
営 業 利 益 

７５，６５７ 
６２，２７９ 
１３，３７８ 

 
１０，３７７ 

 
３，００１ 

１００.0 
８２.3 
１７.7 

 
１３.7 

 
４.0 

７１，９３５ 
６０，１３１ 
１１，８０４ 

 
９，８８０ 

 
１，９２４ 

１００.0 
８３.6 
１６.4 

 
１３.7 

 
２.7 

３，７２１ 
２，１４７ 
１，５７４ 

 
４９７ 

 
１，０７７ 

 
 
営
業

外
損

益
の
部 

営業外収益 
 受 取 利 息 
受   取   配  当  金 
賃貸料及び管理手数料 
連結調整勘定償却 
為  替  差  益 
持分法による投資利益 
 その他の営業外収益 
 
営業外費用 
 支 払 利 息 
 その他の営業外費用 

４３６ 
１８ 
４９ 
１０７ 
９５ 
０ 
４１ 
１２３ 

 
６４１ 
２４２ 
３９９ 

０.6 
 
 
 
 
 
 
 
 
０.9 

 
 

５４１ 
１６ 
６９ 
１２７ 
９５ 
７ 
４２ 
１８２ 

 
６８０ 
３４５ 
３３４ 

０.7 
 
 
 
 
 
 
 
 
０.9 

△   １０４ 
２ 

△    １９ 
△    ２０ 

０ 
△     ７ 
△     １ 
△    ５８ 

 
△    ３８ 
△   １０３ 

６４ 

 
 
経 
 
常 
 
損 
 
益 
 
の 
 
部 

  経 常 利 益 ２，７９６ ３.7 １，７８５ ２.5 １，０１０ 
 特 別 利 益 
   固 定 資 産 売 却 益 
   投資有価証券売却益 
   その他の特別利益 

２５３ 
７５ 
１３４ 
４３ 

０.3 ４５１ 
７６ 
３４６ 
２８ 

０.6 △   １９８ 
△     ０ 
△   ２１２ 

１５ 

 
特 
 
別 
 
損 
 
益 
 
の 
 
部 

 特 別 損 失 
   固 定 資 産 売 却 損 
   固 定 資 産 除 却 損 
   退 職 特 別 加 算 金 
   ゴルフ会員権評価損 
   投資有価証券売却損 
   投資有価証券評価損 
   鉱害補償引当金繰入額 
   貸倒引当金繰入額 
   固定資産臨時償却費 
   その他の特別損失 

１，０２０ 
１７ 
６２４ 
２８ 
２１ 
７ 
３０ 
３６ 
４１ 
２００ 
１３ 

１.3 ９８８ 
３ 
３６ 
４５ 
１１ 
１２ 
８２６ 
１９ 
２３ 
－ 
９ 

１.4 ３２ 
１３ 
５８８ 

△    １６ 
９ 

△     ５ 
△   ７９５ 

１６ 
１７ 
２００ 
３ 

 税 金 等調整前当期純利益  ２，０２９ ２.7 １，２４８ １.7 ７８０ 
 法人税、住民税及び事業税  １，５０９ ７３８ ７７０ 
 法 人 税 等 調 整 額 △  ６５２ 

１.1 
△   ６３ 

0.9 
 △   ５８８ 

 少 数 株 主 利 益 ２６７ ０.4 ２３９ ０.3 ２８ 
  当 期 純 利 益 ９０４ １.2 ３３４ ０.5 ５６９ 
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６．比較連結剰余金計算書 

   （単位：百万円、未満切捨） 
           期  別 
 
 科  目 

当連結会計年度 
自 平成15年４月 １日 
至 平成16年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成14年４月 １日 
至 平成15年３月31日 

 
増  減 
（△は減） 

（資本剰余金の部） 
資本剰余金期首残高 
資本剰余金期末残高 
 
（利益剰余金の部） 
利益剰余金期首残高 
利益剰余金増加高  
 当期純利益 
 
利益剰余金減少高 
 配 当 金 
 役 員 賞 与 
 従業員奨励福利基金 
 
利益剰余金期末残高 

 
３，５２１ 
３，５２１ 
 
 
９，３６３ 
  ９０４ 
  ９０４ 
 
１３２ 
１３１ 
    １ 
    － 
 

     １０，１３５ 

 
３，５２１ 
３，５２１ 
 
 
９，０３４ 
  ３３４ 
  ３３４ 
     
    ５ 
    － 
    － 
    ５ 
 
９，３６３ 

 
     － 
     － 
 
 
   ３２９ 
   ５６９ 
   ５６９ 
 
   １２７ 
   １３１ 
     １ 
 △   ５ 
 
   ７７１ 
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７．キャッシュ・フロー計算書
　　　（単位：百万円、未満切捨）

　　　　　　　　　　　　　　　　　期　　別 当連結会計年度 前連結会計年度
 自 平成15年４月１日  自 平成14年４月１日 増　減

　　科　　　目  至 平成16年３月31日  至 平成15年３月31日 （△は減）
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー
　　　　税金等調整前当期純利益 2,029 1,248 780
　　　　減価償却費 3,432 3,355 76
　　　　長期前払費用の償却 34 52 △ 17
　　　　貸倒引当金増減額 326 △ 5 331
　　　　賞与引当金減少額 130 △ 27 158
　　　　退職給付引当金増加額 490 △ 93 583
　　　　その他の引当金減少額 7 80 △ 72
　　　　持分法による投資利益 △ 41 △ 42 1
　　　　受取利息及び受取配当金 △ 68 △ 85 17
　　　　支払利息 242 345 △ 103
　　　　投資有価証券売却益 △ 126 △ 333 207
　　　　投資有価証券評価損 10 826 △ 815
　　　　賃貸料及び管理手数料 △ 121 △ 127 6
　　　　固定資産除却損 624 36 588
　　　　固定資産売却損益 △ 58 △ 73 14
　　　　連結調整勘定償却 △ 95 △ 95 0
　　　　売上債権の増減額 1,666 2,145 △ 479
　　　　棚卸資産の増減額 2,288 2,102 186
　　　　仕入債務の増減額 2,353 △ 1,382 3,736
　　　　その他 △ 1,992 △ 403 △ 1,588
　　　　　　　小　　計 11,137 7,522 3,615
　　　　利息及び配当金の受取額 69 88 △ 18
　　　　利息の支払額 △ 241 △ 352 111
　　　　法人税等の支払額 △ 944 △ 249 △ 695
　　　　その他 121 127 △ 5
　　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 10,143 7,136 3,007

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　　定期預金の預入支出 △ 76 － △ 76
　　　　連結子会社の取得による支出 － △ 763 763
　　　　定期預金の払戻による収入 85 84 1
         少数株主からの取得による支出 △ 472 － △ 472
　　　　投資有価証券の売却による収入 509 604 △ 94
　　　　投資有価証券の取得による支出 △ 85 △ 74 △ 10
　　　　固定資産の取得による支出 △ 3,175 △ 2,751 △ 423
　　　　固定資産の売却による収入 136 170 △ 33
　　　　貸付による支出 △ 33 △ 19 △ 13
　　　　貸付金回収による収入 48 21 27
　　　　その他 △ 29 △ 278 249
　　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,091 △ 3,007 △ 83

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　　短期借入金の純増減 △ 5,543 167 △ 5,710
　　　　長期借入れによる収入 － 360 △ 360
　　　　長期借入金の返済による支出 △ 2,053 △ 3,291 1,237
　　　　少数株主による株式払込収入 － 187 △ 187
　　　　少数株主への配当金の支払額 △ 40 △ 72 32
　　　　配当金の支払い △ 131 － △ 131
　　　　その他 △ 221 44 △ 266
　　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 7,990 △ 2,605 △ 5,384

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算金額 △ 55 △ 34 △ 21
Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 △ 995 1,487 △ 2,482
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 4,099 2,612 1,487
Ⅶ．連結子会社による非連結子会社の合併に
　　 伴う現金及び現金同等物の増加額 36 － 36
Ⅷ．現金及び現金同等物の期末残高 3,141 4,099 △ 958  
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

１．連結の範囲に関する事項 
   (ｲ)連結子会社の数 ９社 

      主要な連結子会社の名称 
        「企業集団の状況」に記載しているため省略しています。 

   
   (ﾛ)主要な非連結子会社名 
        三保産業(株) 

        ハリマシステムクリエイト(株) 
      連結の範囲から除いた理由 

       非連結子会社１６社はいずれも小規模会社であり合計の総資産、売上高、当期純損益及び剰余金（持分に 
見合う額）は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためです。 

 

２．持分法の適用に関する事項 
  (ｲ)持分法適用の非連結子会社数       １社 

         黒崎耐火工業(株) 
   
   (ﾛ)持分法適用の関連会社数           １社 

         菊竹産業(株) 
 

   (ﾊ)持分法を適用しない理由 
       持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても 
重要性がないため持分法の適用から除外しています。 

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

      連結子会社のうち AMR REFRACTARIOS,S.A.、無錫黒崎蘇嘉耐火材料有限公司、HARIMIC-(MALAYSIA)SDN.BHD. 
及び Krosaki USA Inc.の決算日は12月31日です。 
      連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引に 

ついては、連結上必要な調整を行っています。 
 

４．会計処理基準に関する事項 
   (ｲ)重要な資産の評価基準及び評価方法 
      ①有価証券 

        その他有価証券 
          時価のあるもの…決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定しています。） 
          時価のないもの…移動平均法による原価法 
      ②デリバティブ    …時価法 

      ③棚卸資産 
          移動平均法による原価法 

          但し、半成工事及び未成工事支出金は個別法による原価法 
 
   (ﾛ)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

      ①有形固定資産 
a) 当社及び国内連結子会社…主として定率法 
                 但し、不動産事業に係る建物、設備及び築炉事業にかかる有形固定資産 

の内、一部ユーザー構内にある装置については定額法によっています。 
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                        なお、耐用年数については、原則として法人税法所定の耐用年数を採用 
していますが、窯炉・機械装置については、一部会社所定の耐用年数を採 

用しています。（トンネル窯；法定耐用年数７年を６年、機械装置・法定 
耐用年数12年を11年） 

b) 在外連結子会社は主として定額法によっています。 
      ②無形固定資産 
        1.鉱業権…生産高比例法 

        2.その他…定額法 
        3.ソフトウェア 
           自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法。 

      ③長期前払費用…定額法   
 

   (ﾊ)重要な引当金の計上基準 
      ①貸倒引当金 
          債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の 

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 
      ②賞与引当金 

         従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 
      ③退職給付引当金 
         従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ 

き計上しています。 
          会計基準変更時差異（5,750百万円）については、１０年による按分額を販売費および一般管理費に計上 

しています。また、数理計算上の差異については、１０年による定額法で按分した額を発生の翌連結会計 
年度より費用処理しています。 

     過去勤務債務については１０年による定額法で按分した額を発生年度より処理しています。 

      ④役員退職金引当金 
         役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しています。 

      ⑤特別修繕引当金 
         高温焼成トンネル窯の焼成帯部分の取替大修理等に備えて、その取替費用を見積りの上４年間で均等に 
    計上しています。 

      ⑥鉱害補償引当金 
         連結子会社の黒崎産業(株)の鉱害の発生に備えて、過去の支払実績を参考に見込額を計上しています。 

 
   (ﾆ)リース取引の処理方法 
       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通 

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 
 

   (ﾎ)重要なヘッジ会計の方法 
     1. ヘッジ会計の方法 
         繰延ヘッジ処理によっています。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務については、振 

当処理を行っています。 
     2. ヘッジ手段とヘッジ対象 

          ヘッジ手段：為替予約取引、金利スワップ取引 
          ヘッジ対象：外貨建予定取引、借入金 
     3. ヘッジ方針 

          為替予約取引については、外国為替変動リスクをヘッジする目的で実需の範囲内においてのみ実施し、 
収益確保を目的としたディーリングは実施しないこととしています。また、金利スワップ取引等について 

は、借入金に係る金利コストの引き下げ、もしくは将来予想される調達コストの引き下げを目的とし、実 
需に伴う取引に限定し投機的な取引は実施しないこととしています。 
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     4. ヘッジ有効性評価の方法 
          ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー

変動の累計との間に高い相関関係があることを確認し有効性の評価としています。 
 
(ﾍ)消費税等の会計処理 

       税抜方式を採用しています。 
 

５．表示方法の変更 
   親会社の会計システム変更に伴い、当連結会計期間から、より適切な表示になるよう表示科目の見直し 
を行いました。この結果、従来の方法によった場合に比べ、買掛金及び工事未払金が２，４２１百万円増加 

し、未払費用が同額減少しています。 
 

６．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
      連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によることとしています。 
 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
      連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成 

しています。 
 
８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

      手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、 
かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資。 
 

 
 
 注記事項 
 
 （連結貸借対照表関係） 
                                    ［当連結会計年度］    ［前連結会計年度］ 
 １．有形固定資産の減価償却累計額       69,641百万円            71,392百万円 
 
  ２．偶発債務保証債務  債務保証            598  〃                  543 〃 
                        経営指導念書         325 〃                  360 〃 
 
 ３．債権流動化による遡及義務       1,828 〃          － 
 
  ４．受取手形 
     割引残高                           － 〃                  350 〃 
          裏書譲渡高                         12 〃                   32 〃 
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 （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 
               当連結会計年度 

          自 平成１５年４月 １日 
          至 平成１６年３月３１日 

               前連結会計年度 

          自 平成１４年４月 １日 
          至 平成１５年３月３１日 

 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対 
  照表に記載されている科目の金額との関係 
 

  現金及び預金勘定     ３，３４２百万円 
  有 価 証 券       ３８百万円 

    計       ３，３８１百万円 
 預金期間が３ヶ月 
  を超える定期預金   △  ２０１百万円  

 FFF以外の有価証券 △    ３８百万円 
  現金及び現金同等物   ３，１４１百万円 

 
 
 

 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対 
  照表に記載されている科目の金額との関係 
 

  現金及び預金勘定     ４，２２８百万円 
  有 価 証 券      １８７百万円 

    計       ４，４１６百万円 
 預金期間が３ヶ月 
  を超える定期預金   △  ２２８百万円 

  FFF以外の有価証券  △   ８７百万円  
  現金及び現金同等物   ４，０９９百万円 

 
 
２．株式の取得により、あらたに連結子会社となっ 

た会社の資産及び負債の主な内訳 
  

 九州耐火煉瓦(株)（平成14年３月31日現在） 
   流動資産   ６，０８５百万円 
   固定資産   ９，７１３ 〃 

   資産合計  １５，７９９ 〃 
 

   流動負債   ６，８５７ 〃 
   固定負債   ４，８７１ 〃 
   負債合計  １１，７２９ 〃 
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セグメント情報 
 
  １．事業の種類別セグメント情報 
 
      当連結会計年度（自 平成１５年４月１日  至 平成１６年３月３１日） 
                                                            （単位：百万円、未満切捨） 

 耐 火 物 
事  業 

 
築炉事業 

不 動 産 
事    業 

ﾌｧｲﾝｾﾗ 
ﾐｯｸｽ事業 

そ の 他 
の 事 業 

 
   計 

消去また 
は 全 社 

 
 連  結 

 
 

 
 
54,248 

 
 

 
 
11,681 

 
 

 
 
 1,026 

 
 

 
 
 6,038 

 
 

 
 
 2,662 

 
 

 
 
75,657 

 
 

 
 
    － 

 
 

 
 
75,657 

Ⅰ．売上高及び営業損益 
 

    売上高 
  (1) 外部顧客に 
      対する売上高 

  (2) セグメント間の内部 
      売上高または振替高 

 

  52 

 

    － 

 

    － 

 

     0 

 

    － 

 

  52 

 

(    52) 

 

    － 

              計 54,301 11,681  1,026  6,038  2,662 75,710 (    52) 75,657 

    営業費用 51,926 10,931    546  5,412  2,570 71,388  1,268 72,656 

    営業損益  2,374    749    480    625     92  4,322 ( 1,321)  3,001 

Ⅱ．資産、減価償却費 

    及び資本的支出 
    資産 

 

 
46,156 

 

 
 6,844 

 

 
 6,756 

 

 
 4,963 

 

 
 2,192 

 

 
66,913 

 

 
 4,866 

 

 
71,779 

    減価償却費  2,113    348    367    338     83  3,251    216  3,467 

    資本的支出  1,738    519     －    275     81  2,615    215  2,831 

 

 
      前連結会計年度（自 平成１４年４月１日  至 平成１５年３月３１日） 
                                                            （単位：百万円、未満切捨） 

 耐 火 物 
事  業 

 
築炉事業 

不 動 産 
事    業 

ﾌｧｲﾝｾﾗ 
ﾐｯｸｽ事業 

そ の 他 
の 事 業 

 
   計 

消去また 
は 全 社 

 
 連  結 

 
 
 

 
 52,046 

 
 
 

 
 11,849 

 
 
 

 
  1,149 

 
 
 

 
  4,477 

 
 
 

 
  2,411 

 
 
 

 
 71,935 

 
 
 

 
     - 

 
 
 

 
 71,935 

Ⅰ．売上高及び営業損益 
 
    売上高 

  (1) 外部顧客に 
      対する売上高 

  (2) セグメント間の内部 
      売上高または振替高 

 

     85 

 

     30 

 

     - 

 

     - 

 

      0 

 

    117 

 

(   117) 

 

     - 

              計  52,131  11,880   1,149   4,477   2,412  72,053 (   117)  71,935 

    営業費用  50,313  11,454     540   4,052   2,396  68,757   1,254  70,011 

    営業損益   1,818     426     609     425      16   3,295 ( 1,371)   1,924 

Ⅱ．資産、減価償却費 
    及び資本的支出 

    資産 

 
 

 52,582 

 
 

  7,305 

 
 

  7,261 

 
 

  4,540 

 
 

  1,199 

 
 

 72,890 

 
 

  3,551 

 
 

 76,441 

    減価償却費   2,013     339     334     384      25   3,097     311   3,408 

    資本的支出   1,360     963      -     168       4   2,496     214   2,710 

  （注）１．①事業区分の決定方法 

              事業区分は売上集計区分によっています。 
            ②各セグメントの主な内容 
              耐火物事業には、原材料売上を含みます。 
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              築炉事業は築炉工事の他、用役、装置売上及びノウハウ収入を含みます。 
              不動産事業は、不動産賃貸の他、不動産販売を含みます。 

              ファインセラミックス事業は、各種産業用ファインセラミックスの売上です。 
              その他の事業は、石灰、景観材及びその他各種商品売上です。 
        ２．営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結会計年度 1,371百万 

当連結会計年度 1,321百万円であり、これは親会社の管理部門の費用です。 
        ３．資産のうち消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度 3,954百万円、当連結会計 

年度 5,269百万円であり、その主なものは親会社での長期投資資金（投資有価証券）および管理部門に 
係る資産等です。 

        ４．減価償却費および資本的支出には長期前払費用の償却額が含まれています。 

 
 

  ２．所在地別セグメント情報 
      当連結会計年度および前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金 
額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略 

しています。 
 

 
 ３．海外売上高 
 

   当連結会計年度（自 平成１５年４月１日  至 平成１６年３月３１日） 
                                                           （単位：百万円、未満切捨） 

   ア ジ ア   欧   州  その他の地域       計 

Ⅰ．海外売上高    2,839    3,476    3,230    9,547 

Ⅱ．連結売上高      －      －      －    75,657 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合     3.8％     4.6％     4.3％     12.6％ 

 

 
   前連結会計年度（自 平成１４年４月１日  至 平成１５年３月３１日） 
                                                           （単位：百万円、未満切捨） 

   ア ジ ア   欧   州  その他の地域       計 

Ⅰ．海外売上高    2,837    3,097    3,094    9,029 

Ⅱ．連結売上高      －      －      －    71,935 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合     4.0％     4.3％     4.3％     12.6％ 

 （注）１．国または地域の区分は、地理的接近度によっています。 

    ２．各区分に属する主な国または地域 
     (1) アジア…………台湾、韓国、中国 

          (2) 欧州    ………スペイン、オランダ 
          (3) その他の地域…ブラジル、オーストラリア、アメリカ合衆国 
        ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 
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有価証券の時価等関係 

 
   当連結会計年度（平成１６年３月３１日現在） 
                                          有価証券の時価等 

 
  １．売買目的有価証券（平成１６年３月３１日現在） 

        該当なし． 
 
 ２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１６年３月３１日現在） 

    該当なし 
 

 ３．その他有価証券で時価のあるもの（平成１６年３月３１日現在） 
                                                   （単位：百万円、未満切捨） 
                                                連結貸借対 

                                取得原価        照表計上額       差  額  
      （連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの） 

      ①株式                  １，３５９    ３，７２８    ２，３６８ 
      ②債券                     １０       １２        ２ 
      ③その他                     ５               ８             ２ 

          小 計              １，３７４        ３，７４９        ２，３７４ 
 

      （連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの） 
  ①  株式                     １１２           １１０     △   １ 
          合 計                   １１２      １１０    △   １ 

 
  ４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

                                                   （単位：百万円、未満切捨） 
          売 却 額     売却益の合計額    売却損の合計額  
              ３００        １３４          ７ 

 
  ５．時価のない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額（平成１６年３月３１日現在） 

  （１）満期保有目的の債券          ３８百万円 
  （２）その他有価証券 
      非上場株式（店頭売買株式を除く）   ９１百万円 

  （３）子会社および関連会社株式            ６５６百万円 
 

  ６．その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 
                                                                                  （単位：百万円） 
                                        １年超          ５年超 

                        １年以内        ５年以内      １０年以内        １０年超   
        ①債 券 

           社 債           －              －            １２             －   
       その他     ３８       －       －       －   
            合  計        ３８              －           １２              － 
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   前連結会計年度（平成１５年３月３１日現在） 

                                          有価証券の時価等 
 
  １．売買目的有価証券（平成１５年３月３１日現在） 

        該当なし． 
 

 ２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１５年３月３１日現在） 
    該当なし 
 

 ３．その他有価証券で時価のあるもの（平成１５年３月３１日現在） 
                                                   （単位：百万円、未満切捨） 

                                                連結貸借対 
                                取得原価        照表計上額       差  額  
      （連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの） 

      ①株式                    ３８１       ５２０      １３９ 
      ②債券                     １０               １１            １ 

          小 計                ３９１           ５３１          １４０ 
 
      （連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの） 

      ①株式                   １，２７５      １，１４９   △  １２６ 
   ②その他                        ５               ５            － 

          小 計               １，２９０        １，１５４      △  １２６ 
          合 計             １，６７２    １，６８６       １４ 
 

  ４．前連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日） 
                                                   （単位：百万円、未満切捨） 

          売 却 額     売却益の合計額    売却損の合計額  
              ７６８        ３４６         １２ 
 

  ５．時価のない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額（平成１５年３月３１日現在） 
    （１）満期保有目的の債券                   ８７百万円 

  （２）その他有価証券 
      非上場株式（店頭売買株式を除く）  １０９百万円 
      証券投資信託の受益証券（ＦＦＦ） １００百万円 

  （３）子会社および関連会社株式            ６１２百万円 
 

  ６．その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 
                                                                                  （単位：百万円） 
                                        １年超          ５年超 

                        １年以内        ５年以内      １０年以内        １０年超   
        ①債 券 

            社 債           －              －            １１              － 
        ②その他           ８７              －              －              －   
            合  計        ８７              －           １１              － 
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生産、受注及び販売の状況 

 
（１）生産実績 
                                                     （単位：百万円、未満切捨） 

   
 

  事 業 区 分 

  当連結会計年度 
 自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日 

  前連結会計年度 
 自 平成14年４月１日 

 至 平成15年３月31日 

 耐 火 物 事 業 ４７，７７３ ４７，３０６ 

 築 炉 事 業    １１，１１７    １１，０７２ 

 ファインセラミックス事業     ５，２７３     ４，２１１ 

 そ の 他 の 事 業       ６５７       ６５０ 

     合  計    ６４，８２２    ６３，２４１ 

      （注）１．不動産事業に生産実績はありません。 

 
 

（２）受注状況 
                                                               （単位：百万円、未満切捨） 

当連結会計年度 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

前連結会計年度 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

受 注 高 受 注 残 高 受 注 高 受 注 残 高 

 

 
  事 業 区 分 

 
 

 耐 火 物 事 業 

 
５５，７８６ 

 
 ３，２１４ 

 
５１，２４２ 

 
４，７４０ 

 築 炉 事 業 １１，７２１    ８４２ １２，１６０    ７０１ 

 ファインセラミックス事業  ６，０４２    ３４１  ４，５６３    ３１２ 

 そ の 他 の 事 業  ２，６２７    １６６  ２，４３９    ２０２ 

     合  計 ７６，１７７  ４，５６４ ７０，４０５  ５，９５６ 

     （注）１．不動産事業については、受注活動にそぐわないため除外しております。 
 

 
（３）販売実績 

                                                     （単位：百万円、未満切捨） 

   
 

    事 業 区 分 

   当連結会計年度 
 自 平成15年４月１日 

 至 平成16年３月31日 

   前連結会計年度 
 自 平成14年４月１日 

 至 平成15年３月31日 

 耐 火 物 事 業    ５４，２４８    ５２，０４６ 

 築 炉 事 業    １１，６８１    １１，８４９ 

 ファインセラミックス事業     ６，０３８     ４，４７７ 

 不 動 産 事 業     １，０２６     １，１４９ 

 そ の 他 の 事 業     ２，６６２     ２，４１１ 

     合  計    ７５，６５７    ７１，９３５ 

 
 


